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2021年９月30日 

 

各     位 

 

会 社 名 ト ビ ラ シ ス テ ム ズ 株 式 会 社 

住 所 愛知県名古屋市中区錦二丁目５番12号 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 明 田  篤 

（コード番号：4441 東証第一部） 

問い合わせ先 常務取締役 後 藤  敏 仁 

 TEL. 050-5533-3720 

 

株式会社ageetとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ageet（代表取締役： 

岡崎昌人、本社：京都府向日市、以下「ageet」といいます。）との間で、業務提携契約

及び株式譲渡契約を締結することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．資本業務提携の目的 

当社はクラウドPBXを利用した設備投資不要のクラウド型ビジネスフォンサービスで

あるトビラフォン Cloudを提供しております。トビラフォン Cloudは、リモートワーク

など新しい働き方おけるコミュニケーションツールとして活用されております。 

ageetはVoIP（Voice over Internet Protocol:IPネットワーク上で音声データを送受

信する技術）に特化した事業展開を行っており、最先端のスマートデバイスを題材に、

人々がより便利な使い方ができるよう技術開発・サービス開発を行っております。 

トビラフォン Cloudにageetの高いVoIP技術を用いることで、サービス品質を向上させ

るとともに、継続的な新規サービス創出体制の強化を目指し、本資本業務提携を行うこ

とを決定いたしました。 

 

２．資本業務提携の内容 

当社とageetの間で合意している資本業務提携の内容は、以下の通りです。 

（１）業務提携の内容 

当社とageetは、トビラフォン Cloudの共同開発を主な提携分野として業務を進

めることで合意しております。なお、本提携の具体的方針及び内容につきましては、

今後両社が協議して決定いたします。 
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（２）資本提携の内容 

ageet株主が保有する普通株式 405 株（2021 年 ９ 月 30 日現在の発行済株

式総数の20.9％）を総額138,510,000 円（1株につき342,000円）にて2段階の株式

譲渡により取得する予定です。 

 

３. 業務提携の相手先の概要 

（１）名称 株式会社ageet 

（２）所在地 〒617-0002 

京都府向日市寺戸町修理式13-98 

（３）代表者 代表取締役 岡崎 昌人 

（４）事業内容 ソフトウェアアプリケーション開発 

（５）資本金 資本金 2,150万円 

（６）設立年月日 2005年07月26日（創業 1997年11月07日） 

（７）大株主及び持株比率 岡崎 昌人 57% 

（８）当事会社間の関係 資本関係： 該当事項はありません。 

人的関係： 該当事項はありません。 

取引関係：  

ageetがトビラフォン Cloudの音声品質

向上に関する技術支援及びコンサルテ

ィング業務を提供する取引があります。 

関連当事者へ

の該当状況：  
該当事項はありません。 

（９）従最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 2019 年６月期 2020 年６月期 2021 年６月期 

純 資 産 127,036千円 180,936千円 270,235千円 

総 資 産 158,407千円 205,874千円 320,217千円 

１株当たり純資産  65,482.78円 93,266.45円 139,296.52円 

売 上 高 145,196千円 154,862千円 224,353千円 

営 業 利 益 63,173千円 77,158千円 133,838千円 

経 常 利 益 63,094千円 77,219千円 133,895千円 

当 期 純 利 益 42,435千円 53,900千円 89,298千円 

１株当たり当期純利益 21,873.74円 27,783.67円 46,030.07円 

１株当たり配当金 - - - 

 

 

４. 日程 

（１）業務提携契約締結日 2021 年９月30日 

（２）株式譲渡契約締結日 2021 年９月30日 

（３）株式譲渡日 
2021 年10月31日（280株）予定 

2022 年９月30日（125株）予定 
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５．今後の見通し 

本株式取得により、ageetは当社の持分法適用関連会社となる予定です。当社は、ageet

との資本業務提携により、相互協力関係を構築・強化しつつ両社のシナジー効果発揮に

向けた取り組みを行い、その結果、当社の中長期的な企業価値向上に資するものと考え

ております。 

本件に伴う当社の今期の業績への影響は軽微なものと見込んでおりますが、今後、適

時開示の必要性が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 


